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議第12号 

令和８年度 焼津市公共下水道事業会計予算（案） 

 

 （総則） 

第１条 令和８年度焼津市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 年間総処理水量                     3,824,000㎥ 

 (2) 一日平均処理水量                      10,477㎥ 

 (3) 主要な建設改良事業 

  ア 管路建設改良事業                   352,557千円 

  イ 処理場等建設改良事業                 152,400千円 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                  収  入 

 第１款 下水道事業収益                  1,897,927千円 

  第１項 営 業 収 益                 635,344千円 

  第２項 営 業 外 収 益                1,262,583千円 

                  支  出 

 第１款 下水道事業費用                 1,919,865千円 

  第１項 営 業 費 用                1,823,384千円 

  第２項 営 業 外 費 用                  91,481千円 

  第３項 予 備 費                  5,000千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出に 

対して不足する額772,625千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額23,068千

円、過年度分損益勘定留保資金111,133千円及び当年度分損益勘定留保資金638,424千円で補塡

するものとする。）。 
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                  収  入 

 第１款 資 本 的 収 入                   827,973千円 

  第１項 企 業 債                 374,400千円 

  第２項 受益 者負担 金                    33千円 

  第３項 他会 計負担 金                 213,921千円 

  第４項 他会 計補助 金                  16,654千円 

  第５項 国 庫 補 助 金                 222,965千円 

                  支  出 

 第１款 資 本 的 支 出                 1,600,598千円 

  第１項 建 設 改 良 費                 553,815千円 

  第２項 企業 債償還 金                1,046,783千円 

 

  （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起 債 の 方 法 利  率 償還の方法 

下水道事業 

（建設改良） 

千円 

 

280,200 

 

借入先 

 政府 

 地方公共団体金融機構 

 その他 

 

借入方法 

 証書借入 

 

借入時期 

 令和８年度。ただし、

翌年度へ繰り越して借り

入れることができる。 

政府及び地方

公共団体金融

機構資金は指

定利率、その他

は6.0％以内。

ただし、利率見

直し方式で借

り入れる資金

について、利率

見直しを行っ

た後において

は、当該見直し

後の利率とす

る。 

借入先の融資

条件に従う。た

だし、企業財政

その他の都合

により据置期

間を短縮若し

くは繰上償還

又は低利債に

借換えするこ

とができる。  

下水道事業 

（特別措置分） 
69,000 

下水道事業 

（資本費平準化債) 
25,200 

 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 営業費用と営業外費用との間 

 

 

-2-



 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそ

れ以外の経費の金額をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 職員給与費                113,239千円 

 

 （他会計からの繰入金） 

第９条 公共下水道事業の雨水処理費等に充当するため、一般会計からこの会計へ繰入金を受け

る金額は、1,109,547千円である。 

 

 

令和８年２月 16日  提出    

焼 津 市 長 中 野 弘 道    
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(1) 収益的収入及び支出

（収  入） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額

1,897,927

635,344

下 水 道 使 用 料 464,000

他 会 計 負 担 金 171,176

その他営業収益 168

1,262,583

他 会 計 負 担 金 704,384

他 会 計 補 助 金 3,412

補 助 交 付 金 43,461

長期前受金戻入 508,280

雑 収 益 2,046

消 費 税 及 び
地方消費税還付金

1,000

（支  出） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額

下水道事業費用 1,919,865

1,823,384

管 渠 費 55,307

ポ ン プ 場 費 15,044

処 理 場 費 329,150

総 係 費 125,986

減 価 償 却 費 1,270,333

資 産 減 耗 費 27,564

91,481

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

91,279

雑 支 出 201

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1

5,000

予 備 費 5,000

下水道事業収益

固定資産除却費

消費税及び地方消費税還付金

ポンプ場の維持管理費

下水道管路の維持管理費

備　　　考

公共下水道使用料

雨水処理負担金

事業運営総括的費用

他会計負担金

雑収益

国庫補助金

手数料

他会計補助金

処理場の維持管理費

令和８年度　焼津市公共下水道事業会計予算実施計画

長期前受金戻入

営 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

予備費

企業債の支払利息ほか

消費税及び地方消費税納付額

雑支出

備　　　考

固定資産減価償却費
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(2) 資本的収入及び支出

（収  入） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額

827,973

374,400

企 業 債 374,400 企業債

33

受 益 者 負 担 金 33 受益者負担金

213,921

他 会 計 負 担 金 213,921 他会計負担金

16,654

他 会 計 補 助 金 16,654 他会計補助金

222,965

国 庫 補 助 金 222,965 国庫補助金

（支  出） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額

1,600,598

553,815

管路建設改良費 371,578

処理場等建設改良費 162,244

事 務 費 19,129

固定資産購入費 864

1,046,783

企 業 債 償 還 金 1,046,783

23,068 千円

111,133 千円

638,424 千円

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

国 庫 補 助 金

建 設 改 良 費

企 業 債

受益者負担金

他会計負担金

他会計補助金

当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額772,625千円は、次によるもので補塡する。

下水道管路の建設改良工事

処理場等の建設改良工事

過 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金

固定資産購入費

建設改良事業の事務費

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

企業債償還金

企業債の元金償還金

備　　　考

備　　　考
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1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 28,792

減価償却費 1,270,333

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,371

賞与等引当金の増減額（△は減少） 576

貸倒引当金の増減額（△は減少） 185

長期前受金戻入額 △ 508,280

支払利息 91,279

固定資産除却損 27,564

未収金の増減額（△は増加） △ 16,574

未払金の増減額（△は減少） 256

小計 838,918

利息の支払額 △ 91,279

業務活動によるキャッシュ・フロー 747,639

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 646,629

国庫補助金による収入 271,477

受益者負担金による収入 30

他会計負担金による収入 206,177

他会計補助金による収入 15,821

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 153,124

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 449,900

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,046,783

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 596,883

資金増減額（△は減少） △ 2,368

資金期首残高 366,545

資金期末残高 364,177

令和８年度焼津市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）

（単位：千円）
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（１）総括

　手当の内訳

（２）給料及び手当の増減額の明細

人

人

人

計

本年度 13 0 55,505 40,093 95,598

給　与　費　明　細　書

（単位：千円）

区 分
職員数
（人）

給 与 費
法定福利費 合 計

報酬 給料 手当

17,641 113,239

前年度 13 0 53,202 39,978 93,180 18,406 111,586

△ 765 1,653

（単位：千円）

区 分
管 理 職
手 当

地域手当 住居手当 扶養手当 通勤手当
特殊勤務
手 当

比　較 0 0 2,303 115 2,418

時 間 外
勤務手当

休日勤務
手 当

本年度 648 2,309 930 1,488 1,150 20 6,374 0

前年度 648 1,663 930 1,290 1,170 20 8,776 0

0 △ 2,402 0

区 分
夜間勤務
手 当

宿 日 直
手 当

期末勤勉
手 当

退 職
給 付 費

児童手当

比　較 0 646 0 198 △ 20

本年度 0 0 23,963 2,371 840

前年度 0 0 22,420 2,221 840

（単位：千円）

区分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備 考

比　較 0 0 1,543 150 0

給料 2,303

給与改定に伴う増減分 1,211 給料表の改定による

昇給に伴う増減分 414

地域手当の支給率の改定 428

期末勤勉手当の支給月数の改定 834

平均昇給率 1.1％

その他の増減分 678 職員の新陳代謝による 職員数の異動状況

本年度

増減数 0

13

前年度 13

扶養手当 198

その他の増減 348

時間外 勤務手当 △ 2,402
手当 115

制度改正に伴う増減分 1,262

その他の増減分 △ 1,147 期末勤勉 手当 709
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（３）給料及び手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与（月額） イ　初任給（令和８年１月１日現在）

　ウ　級別職員数

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

計 計

　（級別の標準的な職務内容）

（単位：円）

区 分 一般行政職
（単位：円）

区 分 一般行政職

Ｒ８.１.１現在

平 均 給 料 346,146

平 均 給 与 398,858 高 校 卒 213,100

平均年齢（歳） 46.92 大 学 卒 237,600

区 分 級

一般行政職

区 分 級

一般行政職

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

Ｒ７.１.１現在

平 均 給 料 315,762 一般会計
の制度

高校卒 213,100

平 均 給 与 395,131 大学卒 237,600

平均年齢（歳） 43.00

1 7.7 1 7.7

4 30.7 4 30.7

Ｒ８.１.１現在

0 0.0

Ｒ７.１.１現在

1 7.7

2 15.4 2 15.4

1 7.7 1 7.7

0 0.0 0 0.0

2 15.4 2 15.4

3 23.1 2 15.4

13 100.0 13 100.0

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

事 務 員
又 は
技 術 員
の 職 務

主事又は
技 師
の 職 務

主任主事
又 は
主任技師
の 職 務

主 査 の
職 務

係長又は
主任主査
の 職 務

統括主幹
又は主幹
の 職 務

課長又は
参 事 の
職 務

部長又は
次 長 の
職 務
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　エ　昇給

　オ　期末手当・勤勉手当

（注）（　　）は、再任用職員の標準的な支給率

　カ　定年退職及び早期退職募集制度に係る退職手当

　キ　特殊勤務手当 　ク　その他の手当

区 分 一般行政職

本年度

Ａ職員数 （人） 13

Ｂ昇給に係る職員数 （人） 12

号給数別内訳
６号給 （人） 0

８号給 （人） 0

２号給 （人） 2

４号給 （人） 10

比率　Ｂ／Ａ （％） 92

前年度

Ａ職員数 （人） 13

Ｂ昇給に係る職員数 （人） 13

区 分
支給期別支給率（月分） 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級等

による加算措置６月 12月

８号給 （人） 0

比率　Ｂ／Ａ （％） 100

号給数別内訳

２号給 （人） 2

４号給 （人） 11

６号給 （人） 0

前年度
(1.200) (1.200) (2.400)

有
2.300 2.300 4.600

本年度
(1.225) (1.225) (2.450)

有
2.325 2.325 4.650

区 分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等

一般会計の制度
(1.225) (1.225) (2.450)

有
2.325 2.325 4.650

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 早期退職募集制度　3～45％

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 早期退職募集制度　3～45％

区 分 一般行政職 区 分
一般会計の制度

との異同
差異の
内容

給料総額に対する比率 （％） 0.02 扶養手当 同じ

－

代表的な特殊勤務手当の名称
　公共下水道汚水管
　検査手当

通勤手当 同じ －

－

支給対象職員の比率 （％）
15.4

地域手当 同じ －

（Ｒ８.１.１現在） 住居手当 同じ
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債務負担行為に関する調書 

 

過年度議決に係る分                       （単位：千円） 

事  項 限 度 額 

前年度末までの支払 

義務発生 (見込 )額 

当該年度以降の支払 

義 務 発 生 予 定 額 左の財源内訳 

期 間 金 額 期 間 金 額 

汐入下水処理場等

維持管理業務 
623,865 令和７年度 202,752 

令和８年度

から 

令和９年度 

まで 

405,504 下水道事業収益 405,504 

汐入下水処理場 

管理汚泥棟・ 

水処理棟 

更新工事業務 

209,300 令和７年度 192,700 令和８年度 106,300 

企 業 債  47,800 

国庫補助金  58,465 

自己財源      35 
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(当年度分）

（単位 ： 千円）

1

(1)

ア 673,864

イ 743,429

△ 204,838 538,591

ウ 452,869

△ 159,657 293,212

エ 27,976,934

△ 8,251,299 19,725,635

オ 3,404,325

△ 1,204,871 2,199,454

カ 1,037

△ 872 165

キ 4,716

△ 2,410 2,306

ク 564,520

23,997,747

23,997,747

2

(1) 364,177

(2) 76,948

△ 1,331 75,617

439,794

24,437,541資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

減価償却累計額

令和８年度　焼津市公共下水道事業予定貸借対照表

（ 令和９年３月31日 ）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減価償却累計額

建 物 附 属 設 備

減価償却累計額

構 築 物
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3

(1)

ア
6,993,213

6,993,213

(2)

ア 200,000

200,000

(3)

ア 15,439

15,439

7,208,652

4

(1)

ア
973,237

973,237

(2) 95,949

(3)

ア 9,212

9,212

(4) 1,000

1,079,398

5

(1)

ア 7,378,540

イ 45,102

ウ 1,382,610

エ 4,258,711

オ 473,341

カ 66,217 13,604,521

(2) 長期前受金収益化累計額

ア △ 2,268,443

イ △ 19,290

ウ △ 70,509

エ △ 1,407,348

オ △ 152,685

カ △ 12,066 △ 3,930,341

9,674,180

17,962,230

他 会 計 補 助 金

受 益 者 負 担 金

受贈財産評価額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

他 会 計 負 担 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

県 費 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

受 益 者 負 担 金

受贈財産評価額

国 庫 補 助 金

県 費 補 助 金

その他流動負債

流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

他会計借入金

その他の長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計

引 当 金

退職給付引当金

引 当 金 合 計
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6

(1)

ア 6,684,772

6,684,772

7

(1)

ア 97,945

イ 34

97,979

(2)

ア 当年度未処理欠損金 307,440

△ 307,440

△ 209,461

6,475,311

24,437,541

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

受贈財産評価額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金
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【令和８年度注記表】 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

   ・減価償却の方法 定額法 

   ・主な耐用年数  

建物 50年 機械及び装置 ６～30年 

建物附属設備 ８～20年 車両運搬具 ２～５年 

構築物 10～50年 器具及び備品 ２～20年 

 ２ 引当金の計上方法 

  (1) 退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

金額を計上している。なお、「公共下水道事業会計における職員の退職手当に関する取扱い」

に基づき、公共下水道事業会計が負担すると見込まれる額を計上している。 

  (2) 賞与等引当金 

    職員の期末手当、勤勉手当の支給及びそれらの法定福利費の支払に備えるため、当年度

末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）

を計上している。 

  (3) 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上し

ている。 

 ３ 受益者負担金の経理方法 

   資本的収入のうち受益者負担金は、貸借対照表上の繰延収益の長期前受金を構成すること

から現金主義を採用し、収納時に調定を行っている。 

 ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は1,788,792千円である。 

 ２ 引当金の取崩し 

  (1) 賞与等引当金の取崩し 

    令和８年度において、期末手当、勤勉手当の支給及びそれらの法定福利費の支払として、

賞与等引当金8,636千円を取り崩す。 

  (2) 貸倒引当金の取崩し 

    令和８年度において、債権の不納欠損処理として、貸倒引当金166千円を取り崩す。 
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（前年度分）

1

(1) 423,636

(2) 191,300

(3) 228 615,164

2

(1) 85,206

(2) 10,448

(3) 329,946

(4) 125,673

(5) 1,254,217

(6) 15 1,805,505

1,190,341

3

(1) 686,712

(2) 3,517

(3) 91,825

(4) 487,511

(5) 1,862 1,271,427

4

(1) 95,583

(2) 12,201 107,784 1,163,643

26,698

5

(1) 5,000 5,000 5,000

31,698

246,950

278,648

処 理 場 費

令和７年度焼津市公共下水道事業予定損益計算書 

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

(単位：千円)

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

支払利息及び企業債取扱諸費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

補 助 交 付 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

雑 支 出

経 常 損 失

予 備 費

予 備 費

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金
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(前年度分）

（単位 ： 千円）

1

(1)

ア 673,864

イ 743,429

△ 174,023 569,406

ウ 452,870

△ 130,221 322,649

エ 27,840,577

△ 7,220,965 20,619,612

オ 3,104,438

△ 1,025,530 2,078,908

カ 1,037

△ 872 165

キ 4,123

△ 2,004 2,119

ク 382,292

24,649,015

24,649,015

2

(1) 366,545

(2) 60,374

△ 1,146 59,228

425,773

25,074,788

減価償却累計額

令和７年度　焼津市公共下水道事業予定貸借対照表

（ 令和８年３月31日 ）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減価償却累計額

建 物 附 属 設 備

減価償却累計額

構 築 物

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
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3

(1)

ア
7,516,550

7,516,550

(2)

ア 200,000

200,000

(3)

ア 13,068

13,068

7,729,618

4

(1)

ア
1,046,783

1,046,783

(2) 95,693

(3)

ア 8,636

8,636

(4) 1,000

1,152,112

5

(1)

ア 7,117,401

イ 45,102

ウ 1,176,432

エ 4,246,612

オ 473,881

カ 66,217 13,125,645

(2) 長期前受金収益化累計額

ア △ 1,960,780

イ △ 16,879

ウ △ 66,969

エ △ 1,247,340

オ △ 134,304

カ △ 10,419 △ 3,436,691

9,688,954

18,570,684

固 定 負 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

他会計借入金

その他の長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計

引 当 金

退職給付引当金

引 当 金 合 計

その他流動負債

流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

他 会 計 負 担 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

県 費 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

受 益 者 負 担 金

受贈財産評価額

国 庫 補 助 金

県 費 補 助 金

他 会 計 補 助 金

受 益 者 負 担 金

受贈財産評価額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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6

(1)

ア 6,684,773

6,684,773

7

(1)

ア 97,945

イ 34

97,979

(2)

ア 当年度未処理欠損金 278,648

△ 278,648

△ 180,669

6,504,104

25,074,788

資 本 剰 余 金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

受贈財産評価額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
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【令和７年度注記表】 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

   ・減価償却の方法 定額法 

   ・主な耐用年数  

建物 50年 機械及び装置 ６～30年 

建物附属設備 ８～20年 車両運搬具 ２～５年 

構築物 10～50年 器具及び備品 ２～20年 

 ２ 引当金の計上方法 

  (1) 退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

金額を計上している。なお、「公共下水道事業会計における職員の退職手当に関する取扱い」

に基づき、公共下水道事業会計が負担すると見込まれる額を計上している。 

  (2) 賞与等引当金 

    職員の期末手当、勤勉手当の支給及びそれらの法定福利費の支払に備えるため、当年度

末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）

を計上している。 

  (3) 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上し

ている。 

 ３ 受益者負担金の経理方法 

   資本的収入のうち受益者負担金は、貸借対照表上の繰延収益の長期前受金を構成すること

から現金主義を採用し、収納時に調定を行っている。 

 ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は1,956,511千円である。 

 ２ 引当金の取崩し 

  (1) 賞与等引当金の取崩し 

    令和７年度において、期末手当、勤勉手当の支給及びそれらの法定福利費の支払として、

賞与等引当金7,873千円を取り崩す。 

  (2) 貸倒引当金の取崩し 

    令和７年度において、債権の不納欠損処理として、貸倒引当金196千円を取り崩す。 
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（参考資料）

款 項 目 節 予　定　額

1,897,927

　営業収益 635,344

464,000

公共下水道使用料 464,000

171,176

他 会 計 負 担 金 171,176

168

手 数 料 168

　営業外収益 1,262,583

704,384

他 会 計 負 担 金 704,384

3,412

他 会 計 補 助 金 3,412

43,461

国 庫 補 助 金 43,461

508,280

長期前受金戻入 508,280

2,046

そ の 他 雑 収 益 2,046

1,000

消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金 1,000

消費税及び地方消費税還付金

消費税及び地方消費税還付金

補助交付金

防災・安全交付金

長期前受金戻入

長期前受金戻入

雑収益

処理場更新工事に伴う撤去品売却収入ほか

他会計負担金

一般会計負担金

他会計補助金

一般会計補助金

下水道使用料

公共下水道使用料

他会計負担金

雨水処理負担金

その他営業収益

令和８年度　焼津市公共下水道事業会計予算内訳書

(1) 収益的収入及び支出
（収  入） （単位：千円）

付　　　　　記

　下水道事業収益

排水設備指定工事店指定手数料
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款 項 目 節 予　定　額

　下水道事業費用 1,919,865

　営業費用 1,823,384

55,307

給 料 3,653

手 当 2,054

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額 592

法 定 福 利 費 1,041

備 消 品 費 7

光 熱 水 費 341

通 信 運 搬 費 133

委 託 料 40,261 管路点検・調査業務（汚水） 21,000

公共下水道情報デジタル化業務 8,200

黒石川雨水幹線ほか浚渫清掃業務 3,740

黒石川モデル樹木等管理業務ほか 7,321

賃 借 料 105

修 繕 費 4,800

動 力 費 1,470

補 償 金 850

15,044

光 熱 水 費 25

通 信 運 搬 費 110

委 託 料 11,058 新屋下水ポンプ場維持管理業務 6,600

No.２汚水ポンプ点検整備業務 4,087

自家用電気工作物保安管理業務 371

修 繕 費 500

動 力 費 3,351

329,150

給 料 3,539

手 当 1,530

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額 583

法 定 福 利 費 978

旅 費 20

備 消 品 費 440

燃 料 費 42

光 熱 水 費 1,907

通 信 運 搬 費 350

自家発電機用燃料費ほか

ガス、水道料金

電信電話料金

職員給料

職員諸手当

賞与等引当金繰入額

共済組合負担金

普通旅費

事業用消耗品費ほか

新屋下水ポンプ場関連修繕費

新屋下水ポンプ場動力費

処理場費

マンホールポンプ動力費ほか

施設補償

ポンプ場費

水道料金

専用回線使用料ほか

電気、水道料金

専用回線使用料

下水道管埋設用地賃借料

施設修繕費

管渠費

職員給料

職員諸手当

賞与等引当金繰入額

共済組合負担金

雨水施設管理用消耗品

（支  出） （単位：千円）

付　　　　　記
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款 項 目 節 予　定　額

委 託 料 274,085 汐入下水処理場維持管理業務 195,030

汚泥処分・運搬業務 60,170

放流渠ストックマネジメント計画策定 6,853

計装設備点検業務 3,241

水質分析業務ほか 8,791

手 数 料 85

賃 借 料 134

修 繕 費 4,312

動 力 費 37,323

薬 品 費 206

材 料 費 3,595

負 担 金 2

雑 費 19

125,986

給 料 24,297

手 当 13,574

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額 4,016

法 定 福 利 費 7,194

旅 費 279

退 職 給 付 費 2,371

備 消 品 費 514

燃 料 費 217

通 信 運 搬 費 265

委 託 料 61,385 包括的民間委託導入支援業務 50,870

下水道使用料収納業務 9,206

公共下水道台帳システム保守等管理業務ほか 1,309

手 数 料 915

賃 借 料 4,055

修 繕 費 441

報 償 費 120 委員報償費

研 修 費 414

公 課 費 14

会 費 負 担 金 300

負 担 金 4,681

保 険 料 572

補助及び交付金 11

貸 倒 引 当 金
繰 入 額 351

自動車重量税

日本下水道協会会費ほか

電算処理負担金ほか

自動車保険料ほか

水洗便所改造資金利子補給金

貸倒引当金繰入額

電信電話料金ほか

保菌検査手数料ほか

水道庁舎賃借料ほか

公用車法定点検ほか

職員研修費

賞与等引当金繰入額

共済組合等負担金

普通旅費

退職給付引当金繰入額

事務用消耗品費ほか

車両用燃料費

電波利用料負担金

テレビ受信料

総係費

職員給料

職員諸手当

貯水槽水道検査手数料ほか

複写機使用料ほか

汐入下水処理場関連修繕費

汐入下水処理場動力費

薬品費

修繕用材料費ほか

付　　　　　記
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款 項 目 節 予　定　額

1,270,333

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費 1,270,333

27,564

固定資産除却費 27,564

　営業外費用 91,481

91,279

企 業 債 利 息 90,479

借 入 金 利 息 800

201

そ の 他 雑 支 出 201

消費税及び地方消費税 1

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 1

　予備費 5,000

5,000

予 備 費 5,000 予備費

予備費

雑支出

還付返還金

消費税及び地方消費税納付額

固定資産除却費

支払利息及び企業債取扱諸費

財政融資資金利息ほか

一般会計長期借入金利息

付　　　　　記

減価償却費

有形固定資産減価償却費

資産減耗費
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款 項 目 節 予　定　額

　資本的収入 827,973

　企業債 374,400

374,400

建設改良等企業債 374,400 建設改良債 280,200

特別措置分 69,000

資本費平準化債 25,200

　受益者負担金 33

33

受 益 者 負 担 金 33

　他会計負担金 213,921

他会計負担金 213,921

他 会 計 負 担 金 213,921

　他会計補助金 16,654

他会計補助金 16,654

他 会 計 補 助 金 16,654 一般会計補助金

　国庫補助金 222,965

国庫補助金 222,965

国 庫 補 助 金 222,965

受益者負担金

一般会計負担金

防災・安全交付金

企業債

受益者負担金

(2) 資本的収入及び支出
（収  入） （単位：千円）

付　　　　　記
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款 項 目 節 予　定　額

　資本的支出 1,600,598

　建設改良費 553,815

371,578

給 料 9,592

手 当 6,390

法 定 福 利 費 3,039

印 刷 製 本 費 20

委 託 料 652 下水道設計積算単価作成業務ほか

補 償 金 7,900
赤塚川雨水幹線バイパス管路改築
に伴う物件移転補償（水道・ガス） 5,900

浜通り汚水幹線管路改築に伴う
物件移転補償（水道・ガス） 2,000

負 担 金 985

工 事 請 負 費 343,000 浜通り汚水幹線管路改築工事 233,000

管路耐震補強工事 35,000

マンホール蓋改築工事 30,000

公共桝設置工事 20,000

黒石川雨水幹線橋梁（昭和橋）取合
護岸改築工事 18,000

赤塚川雨水幹線バイパス管路改築
に伴う汚水管移設工事 7,000

162,244

給 料 5,076

手 当 3,219

法 定 福 利 費 1,549

委 託 料 152,400
汐入下水処理場管理汚泥棟・
水処理棟更新工事業務 106,300

汐入下水処理場・新屋下水ポンプ場
ストックマネジメント実施設計業務 46,100

事務費 19,129

給 料 9,348

手 当 6,447

法 定 福 利 費 3,157

備 消 品 費 78

委 託 料 99

864

有 形 固 定 資 産
購 入 費 864

1,046,783

1,046,783

企 業 債 償 還 金 1,046,783

　
23,068 千円

111,133 千円

638,424 千円

財政融資資金元金償還金ほか

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額772,625千円は、次によるもので補塡する。

当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額

過 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金

当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金

固定資産購入費

量水器取付費ほか

　企業債償還金

企業債償還金

職員諸手当

共済組合負担金

新聞書籍費

電算機類保守業務

職員給料

職員諸手当

共済組合負担金

職員給料

職員諸手当

共済組合負担金

設計用印刷製本費

設計積算システム負担金

処理場等建設改良費

付　　　　　記

管路建設改良費

職員給料

（支  出） （単位：千円）
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